別紙様式１号（事前点検シート（路網整備・機能強化））

事業種目：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体：　　　　　　　　　　　　　　　　　　施工地：　　　　　　　　　　　　　
路線名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確認日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確認者：　　　　　　　　　　　　　
	
	項目
	ﾁｪｯｸ欄
	備考

	（１）
	各種関連制度・施策との連携、配慮、調和等が図られているか
※例　地域森林計画、市町村森林整備計画
　　　新潟県（市町村）総合計画
	
	

	（２）
	合意形成・連携・調整
	―
	

	
	ア
	事業実施関係者（県、市町村、実施主体等）で調整が図られているか
	
	

	
	イ
	地域住民との合意形成は（書面により）図られているか
※林業専用道（規格相当）整備においては採択要件のため、承諾の書面を添付すること
	
	

	
	ウ
	間伐等を計画している選定経営体等と調整し、効率的な施業を実現させる適切な法線計画となっているか
	
	

	（３）
	各種設計指針に即した計画となっているか
※例　新潟県林業専用道作設指針
新潟県作業道作設指針
林道規程
	
	

	[bookmark: _Hlk194074127]（４）
	要領等に定める採択要件を満たしているか（以下抜粋）
	
	

	
	ア
	生産基盤強化区域又は効率的施業区域において行われるものであるか
※機能強化（単独型）においては、生産基盤強化区域若しくは効率的施業区域の区域内又は生産基盤強化区域若しくは効率的施業区域と製材工場等を結ぶ既設林道等において行われるものが対象
	
	

	
	イ
	（４）アの生産基盤強化区域若しくは効率的施業区域の区域内において、選定経営体による間伐等が計画されているか
※事業計画書に記載すること
※林業専用道（規格相当）整備（補強含む）は開設後３年以内、森林作業道整備（補強含む）は開設後２年以内、林道等の機能強化は実施後３年以内、森林作業道の機能強化は実施後２年以内に出材を伴う施業が計画されていること
	
	

	
	ウ
	（林業専用道（規格相当）整備の場合）利用区域は10ha以上か
	
	

	
	エ
	（林業専用道（規格相当）整備、森林作業道の整備の場合）計画、測量、設計、施工等において、ICTを活用して実施するものか
	
	

	
	オ
	機械器具の整備は、林業専用道（規格相当）整備及び森林作業道整備と一体的に実施するものか
	
	

	（５）
	施設管理の見通し
	―
	

	
	ア
	事業完了後、各種台帳への登載がされることになっているか
	
	

	
	イ
	林業専用道（規格相当）において、適切な維持管理がなされることとなっているか
	
	

	（６）
	（林業専用道（規格相当）整備・林道等の機能強化・林業専用道（規格相当）復旧の場合）設計・技術審査会が承認した報告書が添付されているか
	
	

	（７）
	路網・機能強化の規模、構造、配置については目的に合致するものとなっており、計画を達成する手段として過大となっていないか
	
	

	（８）
	個人施設への補助ではないか、また目的外使用のおそれはないか
	
	

	（９）
	事前点検シートに掲げる項目について、判断根拠となる書類を保存しているか
	
	

	〈備考欄〉



別紙様式２号（路網整備・機能強化）
第　　　　　号　
　　年　　月　　日
新潟県知事　　　　　　様
申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　

　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）
着手報告書

標記事業について、下記のとおり着手したので報告します。

記

	路線名
	

	事業種目・工種
	※種目と工種の記載は事業計画書と一致させる

	施行箇所
	

	施行方法
	直営、請負の別

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	施行内容
	契約者氏名
（会社名等）
	住所
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	設計金額（予定価格）
	



添付書類
　請負契約書の写し、着手届けの写し、工程表の写し、実施設計書の写し





別紙様式３号（路網整備・機能強化）
第　　　　　　号
　　年　　月　　日
新潟県知事　　　　　　様
申　請　者
住　　　所
氏名（名称）            　
 
　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）
完了報告書

　　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付金の交付決定のあった標記事業について、　下記のとおり完了したので報告します。

記
（１）林業専用道（規格相当）・森林作業道・林道等の機能強化について
	路線名
	

	事業種目・工種
	※種目と工種の記載は事業計画書と一致させる

	施行箇所
	

	施行方法
	直営、請負の別

	着手年月日
	

	完了年月日
	

	施行内容
	契約者氏名
（会社名等）
	住所
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	設計金額（予定価格）
	



（２）関連条件整備活動について
	実施内容
	事業費

	

	




添付書類
　１　工事完了写真　　　　２　事業実施主体の検査調書の写し　　３　出来高設計書の写し
　４　事業計画書の計画内容に対して実績内容を記載した資料（事業計画書の様式を準用）
　５　「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け）又は「みどりチェック」チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）


別紙様式４号（路網整備・機能強化）
第　　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）              


林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）によって
整備した施設等の転用承認申請書


　　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）によって取得した施設等について、下記のとおり転用したいので、承認されたく申請します。

記

　１　事業実施主体


　２　転用しようとする理由


　　３　転用の内容

	工　事
年月日
	事業種目
	事業内容
	事業費
	交付金額
	

	
	
	工種・施設区分
	構造又は規格
	数　量
	
	
	うち国交付金

	


	

	

	

	

	

	

	





４　添付資料
（１）	位置図
（２）	転用計画図


別紙様式５号（路網整備・機能強化）

第　　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様
申　請　者
住　　　所
氏名（名称）              

林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）によって
整備した施設等の管理主体の変更承認申請書

　　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）によって取得した施設等の管理主体を変更したいので、承認されたく申請します。

記

　１　管理主体の変更を必要とする理由

２　承認申請にかかる施設の概要
（１）	事業種目
（２）	施設の所在地
（３）	構造及び規模
（４）	事業費
（５）	交付金額
（６）	（５）のうち、国交付金額
（７）	施設等の効果

３　承認申請に係る事項
（１）	変更しようとする管理主体の名称とその業務等の内容
（２）	変更しようとする時期
（３）	変更後における管理・利用の方法、利用計画
（４）	その他必要な事項

４　変更前の利用実績

５　添付資料
（１）	変更前の管理規定等
（２）	変更後の管理主体が行う予定の管理規定等


別紙様式６号（路網整備・機能強化）

第　　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様
申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　

林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）によって
整備した施設等の被災報告について

　　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）によって取得した施設等が下記のとおり被災したので報告します。

記

１　被災した施設の概要
（１）	事業種目
（２）	事業実施主体名
（３）	所在地
（４）	構造及び規模
（５）	事業費
（６）	取得年月日

２　被災の概要
（１）	被災の原因
（２）	被災の程度

３　復旧計画
（１）	応急措置
（２）	復旧計画
ア　復旧見込額
イ　復旧時期

４　添付資料
（１）	図面
（２）	被災状況写真


別紙様式７号（路網整備・機能強化）
第　　　　　号
　　年　　月　　日

〇〇〇設計・技術審査会　　　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　

　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）における
林業専用道（規格相当）整備
· 　　　　　　　　
林道等の機能強化　　　　　　　　に係る承認申請書
　　　　　　　　　・
林業専用道（規格相当）復旧

　　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）において、下記のとおり実施したいので、林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）実施要領第10の２の規定に基づき、承認されたく申請します。

記
　
　１　事業の内容

	施工地
（市町村名）
	路線名
	事業種目
	
工種
	
施工延長
（ｍ）
	平均横断地山
傾斜区分
（A・B・C）
	事業費
（千円）
	単価
（円／ｍ）

	

	

	
	
	
	

	

	



（注）（１）事業種目は、「林業専用道（規格相当）整備」、「機能強化（単独型）」、「機能強化（一体型）」、「林業専用道（規格相当）復旧」から該当するものを選択し記載すること。
（２）工種は、国実施要領の別表２の１の２の「工種」から該当するものを選択し記載すること。
（３）平均横断地山傾斜区分及び単価は、林業専用道（規格相当）整備のみ記載すること。

２　添付資料
（注）（１）林業専用道（規格相当）整備の場合、路線ごとの平均横断地山傾斜が適切に算出されているかを確認できる資料を添付すること。
　　  （２）事業実施主体が自ら工事を実施しようとする場合は、その理由及び技術的な適正性（建設業許可、
有資格者、工事請負実績等）が判断できる資料を添付すること。


別紙様式７号の２（路網整備・機能強化）
第　　　　　号
　　年　　月　　日

〇〇〇設計・技術審査会　　　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　

　　年度林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）における
林業専用道（規格相当）整備
· 　　　　　　　　　
林道等の機能強化　　　　　　　　に係る変更承認申請書
　　　　　　　　　・
林業専用道（規格相当）復旧

　　年　　月　　日付け　第　　号をもって承認の通知のあった事業について、林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）実施要領第10の３の規定に基づき、下記のとおり変更したいので、承認されたく申請します。

記
　
　１　変更理由

　２　変更の内容
	施工地
（市町村名）
	路線名
	事業種目
	
工種
	
施工延長
（ｍ）
	平均横断地山
傾斜区分
（A・B・C）
	事業費
（千円）
	単価
（円／ｍ）

	

	

	
	
	
	

	

	



（注）（１）事業種目は、「林業専用道（規格相当）整備」、「機能強化（単独型）」、「機能強化（一体型）」、「林業専用道（規格相当）復旧」から該当するものを選択し記載すること。
（２）工種は、国実施要領の別表２の１の２の「工種」から該当するものを選択し記載すること。
（３）平均横断地山傾斜区分及び単価は、林業専用道（規格相当）整備のみ記載すること。

３　添付資料
（注）（１）林業専用道（規格相当）整備の場合、変更後の平均横断地山傾斜が適切に算出されているかを確認できる資料を添付すること。
　　　（２）数量や事業費等については、上段に変更前を（　　）書き、下段に変更後を裸書きとする。

別添様式
	




                           　　　　　年度



林業・木材産業循環成長対策事業（路網整備・機能強化）
事業計画書

















                  　　            　事業実施主体名



                    　　　     　年　　月　　日






	





事業実施主体の消費税等納税対応状況確認表


	事業実施主体
	確　認
該当する
欄に○
	交付金
	消費税報告

	課税業者
	市町村等、簡易課税業者、免税業者以外の事業者
	
	税抜
	不要

	市町村等
	地方公共団体又は消費税法第60条第４項に該当する人格のない社団等が事業実施主体であるもの
	
	税込
	不要

	簡易課税業者
	消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者
	
	税込
	※

	免税業者
	消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者
	
	税込
	※



※　実績報告後、消費税の申告により仕入税額控除の対象となる消費税相当額が明らかになる場合には、県交付金交付要綱に定める報告が必要。

